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(57)【要約】
　本発明は、突出口矯正のために前歯部に突出矯正力を
提供する突出口矯正ワイヤ及びこれを有する突出口矯正
システムを開示する。上記突出口矯正ワイヤは、上記前
歯部の舌側面に固定可能に、前歯部の歯列に合うように
曲率形状の舌側弧線ワイヤ、舌側牽引力を提供する牽引
部材の連結のために、上記舌側弧線ワイヤに備えられる
牽引ワイヤ、及び上記舌側牽引力に対する反作用を上記
舌側弧線ワイヤに提供するために、上記舌側弧線ワイヤ
から後方に延びる一対の支持ワイヤを含んで構成される
。本発明によれば、突出口矯正時に内曲がりの歯の発生
を防止することができ、歯茎骨に牽引力が伝えられて骨
格性突出を外科的手術無しで矯正することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　突出口矯正のために前歯部に突出矯正力を提供する突出口矯正ワイヤであって、
前記前歯部の舌側面に固定可能に、前歯部の歯列に合うように曲率形状の舌側弧線ワイヤ
と、
　舌側牽引力を提供する牽引部材の連結のために、前記舌側弧線ワイヤに備えられる牽引
ワイヤと、
　前記舌側牽引力に対する反作用を前記舌側弧線ワイヤに提供するために、前記舌側弧線
ワイヤから後方に延びる一対の支持ワイヤと、
を含んで構成されることを特徴とする、突出口矯正ワイヤ。
【請求項２】
　前記一対の支持ワイヤは、前記舌側牽引力による曲げ作用を受けるように、前記舌側弧
線ワイヤに固定されることを特徴とする、請求項１に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項３】
　前記一対の支持ワイヤは、前記舌側弧線ワイヤの両側端部から各々後方に延びて、両側
臼歯部の舌側に固定される一対のワイヤ支持具に移動可能に挿入されることを特徴とする
、請求項１に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項４】
　前記一対の支持ワイヤは、前記舌側弧線ワイヤの両側端部にソルダリングにより接合さ
れることを特徴とする、請求項３に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項５】
　前記舌側弧線ワイヤには前記舌側弧線ワイヤを前記前歯部に固定するための固定部材が
備えられ、前記固定部材は前記前歯部の歯牙に各々固定されるように前記舌側弧線ワイヤ
の長手方向に沿って相互離隔するように配置されることを特徴とする、請求項１乃至４の
うち、いずれか１項に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項６】
　前記一対の支持ワイヤは、両側臼歯部の舌側に固定される一対のワイヤ支持具により支
持できるように前記舌側弧線ワイヤの両側端部から各々後方に延びることを特徴とする、
請求項１に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項７】
　前記一対の支持ワイヤと前記舌側弧線ワイヤは１つのワイヤを用いて一体形成されるこ
とを特徴とする、請求項６に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項８】
　前記牽引ワイヤは、一端が前記舌側弧線ワイヤに固定され、他端には前記牽引部材の連
結のための環部を有し、前記環部は前記前歯部の歯根部分と同一な高さに位置することを
特徴とする、請求項１に記載の突出口矯正ワイヤ。
【請求項９】
　突出口矯正のために前歯部に突出矯正力を提供する突出口矯正システムであって、
　前記前歯部の舌側面に固定可能に、前歯部の歯列に合うように曲率形状の舌側弧線ワイ
ヤと、
　舌側牽引力の提供のために前記舌側弧線ワイヤに備えられる牽引ワイヤと、
　前記舌側牽引力に対する反作用を前記舌側弧線ワイヤに提供するために、前記舌側弧線
ワイヤから後方に延びる一対の支持ワイヤと、
　前記支持ワイヤが貫通して挿入されるようにガイドホールを有し、両側臼歯部の舌側に
固定されるワイヤ支持具と、
　前記牽引ワイヤに連結されて前記舌側弧線ワイヤに前記舌側牽引力を付加する牽引部材
と、
　前記牽引部材の支持のために口蓋に定着されるアンカーと、
を含んで構成されることを特徴とする、突出口矯正システム。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は歯列矯正機構に関し、より詳しくは、歯牙突出及び／または歯茎骨突出による
突出口を矯正することに使われる突出口矯正ワイヤ及びこれを有する突出口矯正システム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現代人に当たって外貌、特に人相は就業や入学などの面接時、人を判断する１つの基準
として作用し、対人関係でも大きい比重を占める等、社会生活に非常に重要な要素として
作用するが、特に歯牙と歯列は人相を全体的に左右する要因となる。これによって、近来
には外科的成形手術と共に歯牙、歯列、または顔面骨格の改善のための歯科矯正術が盛ん
に行われている。
【０００３】
　上記歯科矯正術は、歯列不正を正しくする施術、例えば単純に歪んだ歯牙をきちんとす
る狭義の歯列矯正術を含む概念であって、成長過程で発生できる種々の骨格的不調和を正
して正常な機能が発揮できるようにして、健康な口腔組織に寄与し、延いては、顔ライン
を秀麗にして美しい顔イメージを作ってくれることができる。
【０００４】
　上記歯科矯正術は、歯列の漸進的移動により不正咬合などの歯列不正を改善する歯列矯
正施術（Ｏｒｔｈｏｄｏｎｔｉｃ　Ｔｒｅａｔｍｅｎｔ）と顎骨に対する外科的手術を遂
行して骨格的改善を与える顎矯正手術とに分けられる。
【０００５】
　言い換えると、下上歯牙の噛み合いに対する異常や顔面骨格構造に対する異常があまり
にも甚だして歯列矯正術だけでは治療が不可能な場合があるが、このような場合には顔の
骨格自体の異常を手術により正して機能的で、かつ審美的な顔を作るために顎矯正手術が
上記歯列矯正術と共に並行して適用されることもある。
【０００６】
　特に、成長中の子供らの場合、歯列矯正施術を通じて骨格的な改善をする等の方法によ
り上記顎矯正手術を避けることができるが、成長が終了した成人の場合は、手術が歯列矯
正だけでは困難な場合があるが、このような場合に上記顎矯正手術が上記歯列矯正手術と
並行して手術できる。
【０００７】
　上記歯列矯正施術は、唇側矯正と舌側矯正とに大別することもできるが、上記唇側矯正
とは、歯列矯正に使われる矯正機構を歯牙の表面のうち、唇側の表面に付着して歯列矯正
を遂行する矯正法であり、上記舌側矯正とは、上記矯正機構を歯牙の表面のうち、舌側（
Ｌｉｎｇｕａｌ）の表面に付着して歯列矯正を遂行する矯正法である。
【０００８】
　上記歯列矯正機構の例には、歯列を正しくするための矯正ワイヤ（一般的に‘弧線ワイ
ヤ’と称する）と上記矯正ワイヤの支持のためのブラケットなどがあり、上記ブラケット
は上記歯牙の唇側及び／または舌側表面に固定される。上記ブラケットは歯列の配列方向
に沿って複数個が備えられて上記矯正ワイヤにより連結され、上記矯正ワイヤから加えら
れる矯正力を上記歯列に伝達する。
【０００９】
　上記歯列矯正施術は、複数の矯正段階に順次に遂行されて長期間がかかり、上記歯列矯
正施術の一例として前歯部の歯列密集現象を表す患者や前歯部の歯牙の間が空いている患
者の場合に、このような歯列不正を上記弧線ワイヤと上記ブラケットを用いて揃って調節
する施術などがある。
【００１０】
　一方、上記歯列矯正施術のうち、上記歯列を舌側に移動させる矯正を舌側牽引と称し、
患者の歯列状態が異常に前方突出した形態の歯牙突出の場合には、口が異常に前方突出し
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た突出口現象を表すようになるので、このような突出口矯正のための１つの方法に前述し
た舌側牽引が提示される。
【００１１】
　正常人の口は図１の（ａ）のように、下唇が鼻先点と顎とを結ぶ線に一致し、上唇はこ
のような線の若干内側に位置する。一方、上記突出口は図１の（ｂ）のように鼻先点と顎
とを結ぶ線の外に口が出ている形態をいい、一般的に、前述した歯牙突出や歯茎骨突出（
骨格性突出）に起因する。
【００１２】
　上記歯牙突出は、歯茎骨が現在の歯牙数を収容するに足りない状態で成長することで、
歯冠の先の歯根に比べて相対的に過度に前に突出した形態に前歯が傾いた不正咬合の一種
類であり、甚だしい場合には、口を閉じることが困難であり、全体的な人相に悪影響を及
ぼすことがある。
【００１３】
　前述した突出口の矯正のために患者の口腔の内部には歯列矯正システムが設けられるが
、従来には前歯部の歯牙が後方に牽引される過程で歯根が短くなったり、歯牙が後方に牽
引される過程で前歯部の歯牙が舌側に過度に傾いて甚だしい内曲がりの歯となり、前歯部
の左右側垂直位置が外れて横方向に傾斜する現象が発生し、歯茎骨の突出による突出口の
場合、外科的手術矯正を通じて突出口を改善する実状であるので、被施術者に負担になる
と共に、長い間の治療期間と高価の費用がかかった。
【００１４】
　これによって、本発明者は、歯根の損傷、歯牙の過度な傾きによる内曲がりの歯の現象
を防止しながら歯牙突出を矯正することができ、延いては、骨格性突出と呼ばれる歯茎骨
の突出に起因した突出口の場合に、上顎骨、特にＡ－ポイント（Ａ－ｐｏｉｎｔ、鼻溝の
直ぐ内側の顎骨）突出を改善することができる突出口矯正ワイヤ及びこれを有する突出口
矯正システムを開発するようになった。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明は前述した問題点を解決するために案出したものであって、その目的は、舌側牽
引による突出口を矯正する時、前歯部の傾きを防止することができる突出口矯正ワイヤ及
びこれを有する突出口矯正システムを提供することにある。
【００１６】
　本発明の他の目的は、歯茎骨突出（骨格性突出）による突出口を矯正する顎整形装置に
適用可能な突出口矯正ワイヤ及び突出口矯正システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　前述した目的の解決のために、本発明は、突出口矯正のために前歯部に突出矯正力を提
供する突出口矯正ワイヤを提供する。上記突出口矯正ワイヤは、上記前歯部の舌側面に固
定可能であるように、前歯部の歯列に合うように曲率形状の舌側弧線ワイヤ、舌側牽引力
を提供する牽引部材の連結のために、上記舌側弧線ワイヤに備えられる牽引ワイヤ、そし
て上記舌側牽引力に対する反作用を上記舌側弧線ワイヤに提供するために、上記舌側弧線
ワイヤから後方に延びる一対の支持ワイヤを含んで構成される。
【００１８】
　上記一対の支持ワイヤは、上記舌側牽引力による曲げ作用を受けるように、上記舌側弧
線ワイヤに固定される。
【００１９】
　上記一対の支持ワイヤは、上記舌側弧線ワイヤの両側端部から各々後方に延びて、両側
臼歯部の舌側に固定される一対のワイヤ支持具に長手方向に移動可能に挿入される。
【００２０】
　上記一対の支持ワイヤは、上記舌側弧線ワイヤの両側端部にソルダリングにより接合さ
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れる。
【００２１】
　上記舌側弧線ワイヤには、上記舌側弧線ワイヤを上記前歯部に固定するための固定部材
が備えられ、上記固定部材は上記前歯部の歯牙に各々固定されるように上記舌側弧線ワイ
ヤの長手方向に沿って相互離隔するように配置される。
【００２２】
　上記一対の支持ワイヤは、両側臼歯部の舌側に固定される一対のワイヤ支持具により支
持できるように上記舌側弧線ワイヤの両側端部から各々後方に延びる。
【００２３】
　そして、上記一対の支持ワイヤと上記舌側弧線ワイヤは１つのワイヤを用いて一体に形
成されることもできる。
【００２４】
　一方、上記牽引ワイヤは一端が上記舌側弧線ワイヤに固定され、他端には上記牽引部材
の連結のための環部を有し、上記環部は上記前歯部の歯根部分と同一な高さに位置するこ
とができる。
【００２５】
　他の一形態として、本発明は、突出口矯正のために前歯部に突出矯正力を提供する突出
口矯正システムを提供する。上記突出口矯正システムは、上記前歯部の舌側面に固定可能
に、前歯部の歯列に合うように曲率形状の舌側弧線ワイヤ、舌側牽引力の提供のために上
記舌側弧線ワイヤに備えられる牽引ワイヤ、そして上記舌側牽引力に対する反作用を上記
舌側弧線ワイヤに提供するために、上記舌側弧線ワイヤから後方に延びる一対の支持ワイ
ヤ、上記支持ワイヤが貫通して挿入されるようにガイドホールを有し、両側臼歯部の舌側
に固定されるワイヤ支持具、上記牽引ワイヤに連結されて上記舌側弧線ワイヤに上記舌側
牽引力を付加する牽引部材、そして上記牽引部材の支持のために口蓋に定着されるアンカ
ーを含んで構成される。
【００２６】
　したがって、本発明によれば、突出口を矯正するために前歯部に舌側牽引力を加える時
、上記前歯部が舌側に過度に倒れる現象を防止することができ、歯茎骨突出による突出口
矯正を遂行することができるので、審美的、かつ機能的な歯列を具現することができる。
【発明の効果】
【００２７】
　前述した本発明に従う突出口矯正ワイヤ及びこれを有する突出口矯正システムは、次の
ような技術的効果を有する。
【００２８】
　第１に、本発明によれば、前歯部に舌側牽引力が付加される時、支持ワイヤが上記前歯
部の歯牙に反力を加えて内曲がりの歯の現象と歯根の短縮を防止することができる。
【００２９】
　第２に、本発明によれば、前歯部に舌側牽引力が付加される時、これに対する反作用と
して支持ワイヤが上記前歯部の歯牙に歯軸方向の力を加えて歯牙と共に歯茎骨の後退効果
を具現することができるので、外科的手術無しで歯茎骨の突出による突出口を矯正するこ
とができる共に、鼻手術効果（鼻が高まった効果）を具現することができ、手術に伴う負
担感を除去することができ、突出口矯正に高費用がかかることを防止することができる。
【００３０】
　第３に、本発明によれば、前歯部に舌側牽引力が付加される時、支持ワイヤに曲げ力が
発生し、これによって上記支持ワイヤを支持する両側臼歯部に歯軸方向の力が付加される
ので、顎骨の矯正効果、即ち顎整形効果が具現できる。
【００３１】
　第４に、本発明によれば、簡単な構造の突出口矯正ワイヤを用いて突出口矯正を遂行す
ることができるので、突出口矯正ワイヤの製造費用及び突出口矯正施術にかかる治療費用
が低減できる。



(6) JP 2014-513620 A 2014.6.5

10

20

30

40

50

【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】正常口と突出口を示すＸ線映像である。
【図２】本発明に従う突出口矯正ワイヤの好ましい一実施形態を示す斜視図である。
【図３】図２の突出口矯正ワイヤ及びこれを有する矯正システムの一実施形態が口腔の内
部の上顎に設けられた状態を示す図である。
【図４】図３の舌側矯正牽引システムによる前歯部の移動を示す側面図である。
【図５】前歯部に唇側矯正ワイヤが設けられた状態を示す図である。
【図６】本発明に従う突出口矯正ワイヤの他の実施形態が下顎に設けられた状態を示す図
である。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下、本発明の目的が具体的に実現できる本発明の好ましい実施形態を添付した図面を
参照して説明する。本実施形態を説明するに当たって、同一構成に対しては同一名称及び
同一符号が使われ、これに従う付加的な説明は以下で省略される。
【００３４】
　まず、図２乃至図４を参照して、本発明の従う突出口矯正ワイヤ及びこれを有する突出
口矯正システムの一実施形態を説明すれば、次の通りである。
【００３５】
　添付した図面のうち、図２は本発明に従う突出口矯正ワイヤの好ましい一実施形態を示
す斜視図であり、図３は図２の突出口矯正ワイヤ及びこれを有する矯正システムの一実施
形態が上顎に設けられた状態を示す図であり、図４は図３の舌側矯正牽引システムによる
前歯部の移動を示す側面図である。
【００３６】
　本発明に従う突出口矯正ワイヤ１００は、突出口矯正のために歯牙の舌側に設けられて
前歯部に突出矯正力を伝達する歯列矯正機構であって、図２乃至図４を参照すると、本発
明に従う突出口矯正ワイヤの一実施形態１００は、舌側弧線ワイヤ１１０、牽引ワイヤ１
２０、及び一対の支持ワイヤ１３０を含んで構成される。
【００３７】
　上記舌側弧線ワイヤ１１０は、前歯部の歯列に沿って上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃの舌
側に固定されるように曲率形状を有する。より詳しくは、上記舌側弧線ワイヤ１１０は被
施術者の口腔模型（図示せず）の上で被施術者の歯列に合うように曲率形状に曲げる。そ
して、上記舌側弧線ワイヤ１１０には上記舌側弧線ワイヤ１１０を上記前歯部の歯列、例
えば６前歯（左右中切歯、左右側切歯、左右犬歯）舌側面に固定するための固定部材１１
１、１１２、１１３が備えられる。
【００３８】
　より詳しくは、上記固定部材１１１、１１２、１１３は、上記舌側弧線ワイヤ１１０の
長手方向に沿って相互離隔するように備えられて上記前歯部の歯牙１ａ、１ｂ、１ｃに各
々固定される。例えば、上記固定部材１１１、１１２、１１３は、上記舌側弧線ワイヤ１
１０にソルダリングされ、歯科用接着剤により上記前歯部の舌側面に付着されるが、上記
ソルダリングのためのペースト、即ちソルダリングペーストは銀蝋が使用できるが、これ
に限定されるものではない。
【００３９】
　上記舌側弧線ワイヤ１１０は、両側端部が上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃの両側端の歯牙
をなす一対の歯牙、即ち左右犬歯（１ｃ、糸切り歯）の舌側面に位置するように被施術者
の口腔構造に合うように一定の長さに製造される。
【００４０】
　そして、上記牽引ワイヤ１２０は上記舌側弧線ワイヤ１１０に後方牽引力、即ち舌側牽
引力を伝達するために、上記舌側弧線ワイヤ１１０に備えられる構成であって、上記舌側
弧線ワイヤ１１０から後方に延びる。
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【００４１】
　より詳しくは、上記牽引ワイヤ１２０の一端は上記舌側弧線ワイヤ１１０に連結され、
他端は上記舌側弧線ワイヤ１１０に上記舌側牽引力を提供する牽引部材１５０、例えばゴ
ムひもやスプリングに連結される。
【００４２】
　このために、上記牽引ワイヤ１２０の他端、即ち後端には上記牽引部材１５０の連結の
ためのフックなどの環部１２１が備えられる。そして、本実施形態において、上記牽引ワ
イヤ１２０は口蓋側、即ち後方上側に傾斜するように延びて、上記舌側弧線ワイヤ１１０
、特に上記固定部材にソルダリングなどの方式により上記舌側弧線ワイヤ１１０に対して
回転しないように固定され、これによって、上記牽引ワイヤ１２０に曲げ作用が加えられ
れば、上記舌側弧線ワイヤ１１０にモーメント（Ｍｏｍｅｎｔ）が発生する。
【００４３】
　上記一対の支持ワイヤ１３０は上記舌側牽引力に対する反作用を上記舌側弧線ワイヤ１
１０に提供するための構成であって、上記舌側弧線ワイヤ１１０から後方に延びる。
【００４４】
　より詳しくは、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃの後方に作用する舌側牽引力が上記前歯部
に加えられれば、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃに後方移動力が加えられる。そして、上記
舌側牽引力により上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃにモーメントが発生すれば、上記前歯部１
ａ、１ｂ、１ｃが特定方向、例えば、舌側に回転し、反対に、上記前歯部１ａ、１ｂ、１
ｃの歯根は唇側に突出して内曲がりの歯になることができる。
【００４５】
　本発明では、前述した内曲がりの歯現象を防止するために、上記牽引ワイヤ１２０は後
方上側に傾斜するように延びて、上記環部１２１の垂直位置が上記前歯部１ａ、１ｂ、１
ｃの歯根部分の舌側に位置するようになり、上記牽引部材１２０により生成される牽引力
の作用線がいわゆるＡ－ポイント（Ａ－ｐｏｉｎｔ）と呼ばれる歯茎骨と歯根部分を過ぎ
るようになるので、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃに大きいモーメントが発生しなかったり
、極めて小さいモーメントだけ発生するようになり、これによって、上記前歯部１ａ、１
ｂ、１ｃが過度な回転無しで後方に移動できるようになる。
【００４６】
　本発明において、上記牽引部材１５０は口蓋に定着されるアンカー１６０により支持さ
れることによって、上記突出口矯正ワイヤ１００に舌側牽引力を加えるようになる。本実
施形態において、上記アンカー１６０はねじ形態に口蓋に植立される。
【００４７】
　ここで、上記アンカー１６０と上記牽引ワイヤの環部１２１との間の垂直位置差によっ
て、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃに歯根方向の力が作用することができ、これによって、
上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃが歯根方向、即ち歯茎骨方向に移動する効果を得ることがで
きる。
【００４８】
　そして、上記支持ワイヤ１３０は、上記舌側牽引力により曲げ作用を受けて、それに対
する反作用として上記舌側弧線ワイヤ１１０に反力を加え、上記支持ワイヤ１３０で加え
られる反力は上記牽引ワイヤ１２０により上記前歯部に加えられる力やモーメントを減少
または相殺させて、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃが舌側に倒れる現象と上記前歯部の横的
垂直位置不均衡現象（左右側垂直位置の差）を防止し、上記支持ワイヤ１３０により上記
前歯部の移動が調節できる。
【００４９】
　そして、上記支持ワイヤ１３０は、上記舌側弧線ワイヤ１１０の両側端部から各々後方
に延びて、両側臼歯部１ｄ、１ｅ、１ｆ、特に両側第１大臼歯１ｅの舌側面に固定される
一対のワイヤ支持具１４０に長手方向に移動可能に挿入される。
【００５０】
　上記ワイヤ支持具１４０には、近遠心方向、即ち前後方向のガイドホールが形成され、
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上記牽引ワイヤ１２０に上記牽引部材１５０による舌側牽引力が加えられれば、上記支持
ワイヤ１３０が上記ガイドホールに沿って長手方向に移動しながら曲げ作用、即ち曲げ応
力を受ける。
【００５１】
　上記支持ワイヤ１３０に発生する曲げ応力は、上記臼歯部１ｄ、１ｅ、１ｆに歯軸方向
の力を加えるようになり、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃに加えられる上記舌側牽引力に抵
抗するようになる。
【００５２】
　本実施形態において、上記牽引ワイヤ１２０は上記舌側弧線ワイヤ１１０に一対が備え
られる。そして、上記支持ワイヤ１３０は上記牽引ワイヤ１２０の外側に位置し、上記舌
側弧線ワイヤ１１０、特に上記固定部材にソルダリングなどの方式により上記舌側弧線ワ
イヤ１１０に対して回転しないように固定され、これによって上記支持ワイヤ１３０に曲
げ作用が加えられれば、上記舌側弧線ワイヤ１１０にモーメントが発生する。
【００５３】
　一般に、上記舌側弧線ワイヤ１１０に舌側牽引力が作用すれば、上記前歯部の歯牙１ａ
、１ｂ、１ｃには抵抗中心を基準にモーメントが発生して歯牙先端が過度に舌側に押され
て入ることがあるが、本発明では上記牽引ワイヤ１２０と上記支持ワイヤ１３０がこのよ
うな過度変形を最小化または防止する。ここで、抵抗中心とは、前歯部が舌側牽引力を受
ける時、前歯部の歯牙が倒れず、そのまま水平移動できる前歯部の特定位置をいう。
【００５４】
　以下、図４を参照して、本実施に従う突出口矯正ワイヤ１００及びこれを有する突出口
矯正システムによる前歯部の移動を説明する。
【００５５】
　図４を参照すると、上記牽引部材１５０による舌側牽引力（矢印（１））が上記牽引ワ
イヤ１２０を介して上記舌側弧線ワイヤ１１０に加えられれば、上記前歯部１ａ、１ｂ、
１ｃが矢印（２）の方向に移動するようになり、延いては、上記環部１２１と上記アンカ
ー１６０の垂直位置の差によって上記前歯部に矢印（３）の方向に力が加えられることが
できる。
【００５６】
　この際、上記舌側牽引力の作用線は上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃの歯根部分を過ぎるの
で、上記歯茎、特にＡ－ポイントも矢印（４）の方向に後退するようになり、これによっ
て歯茎骨の突出高さが低くなり、反射的に鼻が高まる。
【００５７】
　一方、上記支持ワイヤ１３０は上記舌側弧線ワイヤ１１０を介して伝えられる上記舌側
牽引力により曲げ作用を受けながら長手方向に漸進的移動をするようになり、上記舌側牽
引力に対する反作用として上記舌側弧線ワイヤ１１０に反力を加えて上記前歯部の回転に
抵抗するようになる。
【００５８】
　また、上記支持ワイヤ１３０は上記舌側牽引力により曲げ作用を受けて、上記ワイヤ支
持具１４０を媒介に上記臼歯部、特に第１大臼歯１ｅに歯根方向の力、特に矢印（５）の
方向に力を加えて上記臼歯部１ｄ、１ｅ、１ｆの垂直位置上昇を具現できるようになるの
で、顎関節を移動させて顎矯正も具現することができ、過度な歯茎露出も矯正することが
できる。
【００５９】
　本発明によれば、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃが舌側に牽引される過程で上記前歯部が
舌側（図４を基準とする時、時計方向）に過剰回転して倒れる現象を防止することができ
、上記前歯部１ａ、１ｂ、１ｃの歯槽骨、即ち歯茎骨にも後方牽引力が加えられて上記歯
茎骨の後退を具現することもできるので、内曲がりの歯現象の発生を防止しながら歯茎骨
突出及び歯牙突口による突出口を矯正することができる。
【００６０】
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そして、上記牽引ワイヤ１２０の傾斜角が変わったり上記舌側牽引力の作用位置が変わっ
　て上記前歯部に舌側牽引力によるモーメントが加えられても、上記支持ワイヤ１３０が
上記前歯部の回転に抵抗することができる。
【００６１】
　一般に、歯牙突出を矯正するためには第１小臼歯を抜歯して前歯部の移動のための空間
を確保し、図５のように歯牙の唇側に唇側矯正ワイヤ１０とこれを支持する前歯ブラケッ
ト２０と臼歯ブラケット３０を設けて歯列を揃っているように唇側矯正が並行できる。
【００６２】
　次に、図６は下顎に設けられる突出口矯正ワイヤの一実施形態を示すものであって、下
顎前歯部１ａ、１ｂ、１ｃの歯列に沿って舌側に固定される舌側弧線ワイヤ２１０と上記
舌側弧線ワイヤ２１０から後方に延びる一対の支持ワイヤ２２０を含んで構成される。
【００６３】
　但し、図６のように下顎に設けられる突出口矯正ワイヤの場合には、舌側牽引力の提供
のためのアンカーが舌Ｔのため設置が困難であるので、舌側牽引力を提供する牽引部材２
３０がワイヤ支持具２４０により支持され、前述した実施形態で説明された牽引ワイヤが
省略されることができ、上記舌側弧線ワイヤ２１０には複数の固定部材２１１、２１２、
２１３が備えられる。
【００６４】
　上記ワイヤ支持具２４０は、下顎両側臼歯部２ｄ、２ｅ、２ｆ、特に第１大臼歯２ｅの
舌側面に固定されて上記支持ワイヤ２２０を支持し、固定具２５０と連結ワイヤ２６０を
用いて臼歯部２ｄ、２ｅ、２ｆを一体化することができ、これは前述した上顎の場合にも
同一に適用できる。
【００６５】
　そして、上記牽引部材２３０は一側が上記舌側弧線ワイヤ２１０により支持され、他側
は上記ワイヤ支持具２４０を貫通して上記ワイヤ支持具２４０の後方に露出した上記支持
ワイヤ２２０の後端部に係止されて上記下顎前歯部に舌側牽引力を提供し、上記支持ワイ
ヤ２２０は前述した実施形態で説明された機能も同一な機能を遂行することができる。
【００６６】
　上記のように、本発明に従う好ましい実施形態を説明したが、前述した実施形態の他に
も本発明がその趣旨や範疇から逸脱することなく、他の特定の形態に具体化できるという
事実は、該当技術に通常の知識を有する者には自明なことである。
【００６７】
　したがって、前述した実施形態は制限的でなく、例示的なものと見なされなければなら
ず、これによって本発明は前述した説明に限定されず、添付した請求項の範疇及びその同
等範囲の内で変更されることもできる。
【産業上の利用可能性】
【００６８】
　本発明は、歯科矯正装置、特に突出口を矯正することができる突出口矯正ワイヤに関す
るものであって、歯科矯正機構の製造分野に対する産業上の利用可能性を有し、外科的な
手術無しで歯茎骨突出による突出口を矯正することができると共に、鼻手術効果（鼻が高
まった効果）を具現することができ、手術に従う負担感を除去することができ、突出口矯
正に高費用がかかることを防止することができる。
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